
NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

事務事業名 下水道管理事業

根拠法令 薩摩川内市公共下水道等接続補助金交付要綱

補助経過年数 １年以上５年以下

資料３

平成27年度 補助金名：公共下水道等接続補助金 評価表 40

所管部課名 下水道課

2,000

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 処理区域における下水道の接続率(接続戸数/計画戸数) 100% 平成３２年度

平成27年度
予算額

2,000 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

補助対象経費 小型合併処理浄化槽から下水道へ接続する工事に要する経費

補助対象事
業・活動の内

容

下水道への接続を推進し、下水道事業の経営安定に資することを目的に、補助金を交付す
る。

補助金額又は
補助率

一律１００，０００円

成果指標②

補助対象者
公共下水道処理区域内において、小型合併処理浄化槽設置整備補助金交付要綱に基づく補助
金を受けていない合併処理浄化槽から下水道へ接続する者

上記項目の
積算方法 要綱第４条に規定

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成24年度 平成25年度 平成26年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0

寄付金・その他助成

会費収入
事業収入

市補助金

計 0 0 0
（前年度繰越金）

支
出

事業費

その他事務費
人件費

計 0 0 0
（翌年度繰越金）

翌年度繰越金/市補助金
交付件数 7 3

支出計/前年度支出計
自己資金/前年度自己資金

【前回評価】なし（平成２５年度創設）
【事業のＰＲ方法】 対象世帯への案内送付と２回の戸別訪問。
【費用対効果】　接続により下水道使用料を徴収することになり、下水道事業の経営安定に資する。
【補助事業以外の事業】　接続率向上のため、供用開始３年経過世帯の戸別訪問、夏祭り等イベント
　　　　　　　　　　　　でのチラシ配付や相談コーナー設置、下水道の日（９月１０日）にちなんだ
　　　　　　　　　　　　のぼり旗設置やFMさつませんだいでのPR,広報紙でのPRなどを実施。

成果指標の推移① ６０．２％ ６２.０％ ６４．２％
成果指標の推移②

特
記
す
べ
き
事
項
等

運営補助のみ 事業補助のみ 運営補助と事業補助の両方 その他

別紙参照
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〈補助金の視点別評価〉

評価

A

B

A

B

A

A

B

A

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=課題あり】

要件 項　　目 評価した内容についての説明

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体等
の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市民の
福祉の向上及び利益の増進に寄与している。

生活排水の安定した適正処理に努め、生活環
境の保全と公衆衛生の向上を図るため、公共
下水道への接続推進に寄与している。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

B

下水道区域内に新築したが、その地域の下水
道供用開始が間に合わず、小型合併浄化槽を
設置補助金を受けずに設置した者を対象とし
ており、補助の必要性がある。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の団
体等に一定の補助を行うことが直ちに必要である
と認められる。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服等
の観点から、当面、補助を通じた行政の支援が必
要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに合
致しており、かつ、その目標・成果の達成に向け
て、適切な効果を生じている。（その目標・成果
を測るための適当な効果指標の設定がなされてい
る。）

生活環境の保全と公衆衛生の向上を図るた
め、公共下水道への接続推進に寄与してお
り、接続率向上の効果が見られる。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直接
実施するよりも、行政以外の者が行う方が適当で
あると明確に認められる。

当該事業が下水道への接続を促進し、下水道
事業の経営安定に資することを目的としてお
り、下水道事業を行っている行政以外の者が
行うことはない。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって積
算されたものであり、かつ、社会経済情勢に照ら
し、著しく妥当性を欠く水準とはなっていない。
（交付要綱の補助基準）

小型合併処理浄化槽を廃止し、公共下水道に
接続する工事の経費は、各家庭の排水設備の
規模や配管の長さなどにより異なるが補助額
は妥当であると考える。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし合
わせて、自助努力がみられないなど、明らかに半
永続的・固定的な補助にはならないと見込まれ
る。

≪改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画≫ ≪まとめ≫

小型合併浄化槽から公共下水道へ接続する際
のみ補助されるものである。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の状
況においても一定の公益性が認められる。

公共下水道への接続により、生活排水の安定
した適正処理が行われ、生活環境の保全と公
衆衛生の向上が図れる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補助
金等の交付以外に適当な政策手段がないか、又は
当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段である
と明確に認められる。

公共下水道に接続しない理由のひとつとして
接続工事費用がかかることであり、接続費用
を補助することは妥当であると考える。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定され、
その内容は補助目的に照らし、公費を充てるもの
として、著しく妥当性を欠くものとはなっていな
い。

下水道への接続を促進し、下水道事業の経営
安定に資することを目的としており、公費を
充てることには妥当性がある。

　必要性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

対象者、補助率又は補助額等補助内容を見直
し、平成２８年度から新たな補助制度を実施し
たい。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

≪今後の改革の方向性≫

外
部
評
価
結
果

≪視点別評価≫

　公益性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　有効性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　適格性・妥当性　⇒　　□高い　　　□低い

≪今後の改革の方向性≫

≪上記方向の理由≫

下水道への接続を推進し、下水道事業の経営安
定に資するためには、現行では対象者が限定さ
れることから改善が必要である。

現状のまま継続

見直しの上で継続

休止

廃止

拡大 他の補助金と統合

補助内容の改善 縮小 移管

⇒今後の方向性

現状のまま継続

見直しの上で継続

休止

廃止

拡大 他の補助金と統合

補助内容の改善 縮小 移管

⇒今後の方向性
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平成２５年度

NO 年度 氏名 設置場所 事業費 自己資金 市補助金 工事概要

1 25 東開聞町 325,500 225,500 100,000
塩ビ管５ｍ、浄化槽撤去
接続工事一式

2 25 平佐町 435,000 335,000 100,000
塩ビ管２２ｍ、生コン1.5 
接続工事一式

3 25 西開聞町 199,500 99,500 100,000
塩ビ管９ｍ、コンクリート補修
接続工事一式

4 25 宮里町 150,150 50,150 100,000
塩ビ管４.５ｍ、浄化槽撤去
接続工事一式

5 25 宮里町 262,500 162,500 100,000
塩ビ管１２ｍ、浄化槽撤去
接続工事一式

6 25 平佐町 120,000 20,000 100,000
塩ビ管４ｍ
接続工事一式

7 25 平佐町 231,000 131,000 100,000
塩ビ管４ｍ、浄化槽撤去
接続工事一式

1,723,650 1,023,650 700,000

NO 年度 氏名 設置場所 事業費 自己資金 市補助金 工事概要

1 26 平佐町 226,800 126,800 100,000
塩ビ管４.５ｍ、コンクリート補修
接続工事一式

2 26 宮里町 155,520 55,520 100,000
塩ビ管２０ｍ、浄化槽撤去
接続工事一式

3 26 東開聞町 170,640 70,640 100,000
塩ビ管２ｍ、コンクリート補修
接続工事一式

552,960 252,960 300,000

【別紙】　　　　　　　　　　　　　　　　　公共下水道等接続補助金実績

平成２５年度合計

平成２６年度合計

平成２６年度
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○薩摩川内市公共下水道等接続補助金交付要綱  

平成２５年３月２９日  

告示第１６６号  

（趣旨）  

第１条 この告示は、薩摩川内市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例

第４０号。以下「基本条例」という。）第４条第１項の規定に基づき、及び基

本条例を実施するため、公共下水道等接続補助金（以下「補助金」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。  

（補助金の目的）  

第２条 市長は、薩摩川内市公共下水道条例（平成１６年薩摩川内市条例第２７

５号）第３条に規定する処理区域、薩摩川内市地域下水処理施設条例（平成１

６年薩摩川内市条例第２８０号）第２条に規定する処理区域、薩摩川内市農業

集落排水処理施設条例（平成１６年薩摩川内市条例第２０２号）第２条に規定

する処理区域及び薩摩川内市漁業集落排水処理施設条例（平成１６年薩摩川内

市条例第２３２号）第２条に規定する処理区域を対象とした下水道処理区域（以

下「処理区域」と総称する。）内の合併処理浄化槽（生活排水を処理する浄化

槽であって、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第１３条の規定による国土

交通大臣の型式認定を受けたものをいう。以下同じ。）から下水道への接続を

促進し、下水道事業の経営安定に資することを目的に、補助金を交付する。  

（補助金の交付対象）  

第３条 市長は、処理区域内において、薩摩川内市小型合併処理浄化槽設置整備

事業補助金交付要綱（平成１７年薩摩川内市告示第１３２号）に基づく補助金

を受けていない合併処理浄化槽から下水道へ接続をする者（当該住宅の所有者

又は所有者の同意を得た者に限る。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付

する。  

（補助金の額）  

第４条 補助金の額は、一律１００，０００円とする。  

（補助金の交付申請）  

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ補助金交付申請書（様

式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。  

（１） 事業（変更）計画書（様式第２号）  

（２） 工事費見積書の写し  

（３） 貸主の承諾書  
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（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（補助金の交付の決定及び通知）  

第６条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助

金の交付の可否を決定するものとする。  

２ 市長は、補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めたときは、

前項の決定に条件を付することができる。  

３ 市長は、第１項の規定に基づき、補助金を交付することを決定した者に対し

ては補助金交付決定通知書（様式第３号）により、補助金を交付しないことを

決定した者に対しては補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、それぞ

れ通知するものとする。  

（補助金の変更等）  

第７条 前条第３項の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた者（以下「補

助対象者」という。）のうち、当該決定の通知を受けた後において、補助事業

（補助対象者が行う合併処理浄化槽から下水道へ接続するための事業をいう。

以下同じ。）の内容を変更し、又は中止しようとする者は、補助金変更等承認

申請書（様式第５号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。  

２ 市長は、前項の補助金変更等承認申請書の提出があったときは、その内容を

審査し、これを適当と認めたときは、補助対象者に通知するものとする。  

３ 補助対象者は、補助事業の工事が予定の期間内に完了しないとき、又は補助

事業の遂行が困難となったときは、速やかにその旨を市長に報告し、その指示

を受けなければならない。  

（実績報告）  

第８条 補助対象者は、補助事業の工事完了後、１箇月以内又は当該年度の３月

３１日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類

を添えて、市長に提出しなければならない。  

（１） 工事完了届（様式第７号）  

（２） 工事費請求書又は領収書の写し  

（３） 下水道への接続が明らかとなる写真  

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（現場確認）  

第９条 市長は、補助事業の適正な遂行を図るため、関係職員をして当該補助事

業の工事の状況を現場において確認させるものとする。  

（補助金の確定）  

第１０条 市長は、第８条の規定により実績報告を受けたときは、関係書類の審
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査を行い、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に適合すると認めるときは、補助すべき補助金の額を確定し、補助金交付確定

通知書（様式第８号）により速やかに補助対象者に通知するものとする。  

（補助金の請求等）  

第１１条 前条の規定により通知を受けた補助対象者は、補助金を請求しようと

するときは、市長が別に指定する請求書に、市長が必要と認める書類を添えて

市長に提出しなければならない。  

（補助金の交付）  

第１２条 市長は、前条の規定により補助金の請求を受けたときは、速やかに補

助金を交付するものとする。  

（補助金の交付の取消し）  

第１３条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１） 不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

（２） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。  

（３） この告示の規定に違反したとき。  

（補助金の返還）  

第１４条 市長は、前条の規定に基づき、補助金の交付を取り消した場合におい

て、既に補助金を交付しているときは、当該取消しに係る部分について、補助

金の返還を命ずることができる。  

（成果）  

第１５条 この補助金の交付を通じて得ようとする成果は、下水道への接続推進

並びに生活環境及び公共用水域の水質保全の向上とする。  

（見直しの期間）  

第１６条 基本条例第４条第１項の市長が定める期間は、３年とする。  

（効果の測定）  

第１７条 基本条例第４条第２項第１号に定める効果は、各処理区域における下

水道の接続率により測定するものとする。  

（その他）  

第１８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。  
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